
市 川 市 公 文 書 公 開 条 例 第 ８ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 非 公 開 情 報 に 当 た る 情 報 が 記 載 さ れ て い

る 場 合 は 、 ア ル フ ァ ベ ッ ト （ A、 B、 C・ ・ ・ ） や 「 ○ ○ 等 」 に 置 き 換 え て 表 示 し て い ま す 。  

令和２年度答申第１号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

 本審査請求については棄却するのが相当である。 

 

第２ 事実経過 

１ 審査請求人は、平成７年３月１日から平成３０年３月３１日まで、市川市

が行う国民健康保険の被保険者であり、平成３０年４月１日から同年１２月

３日までの間は千葉県が同市とともに行う国民健康保険の被保険者であった

者である（国民健康保険法（昭和３３年法律１９２号）５条ないし８条）。 

２ 処分庁は、審査請求人に対し、平成２５年度分から平成３０年度分までの

国民健康保険税を各期日に賦課したが（地方税法（昭和２５年法律２２６

号）７０３条の４第１項、市川市国民健康保険税条例１条（昭和３５年条例

２８号）、審査請求人は、その一部につき、各納期限までに納付しなかっ

た。 

令和元年１１月１４日時点で、審査請求人が滞納した国民健康保険税等

（以下「滞納国民健康保険税等」という。）が発生し、その合計は○○万○

○○○円となった。 

３ 処分庁は、令和元年１１月１４日、滞納国民健康保険税等を徴収するた

め、審査請求人が株式会社Ａ（以下「本件第三債務者」という。）から支払

いを受けるべき同年１２月以降の給与のうち、国税徴収法（昭和３４年法律

１４７号。以下「徴収法」という。）７６条１項各号に掲げる金額を控除し

た金額の支払請求権（ただし、滞納国民健康保険税等の額に充つるまで）を

差し押さえ（地方税法７２８条１項１号、７項）、その旨を本件第三債務者
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に通知し、同月１５日、同通知が本件第三債務者に到達してその効力が生じ

た（徴収法６２条１項、３項。以下「本件差押処分」という。）。 

  処分庁は、令和元年１２月２０日、本件第三債務者から審査請求人の同月

分の給与の支払総額○○万○○○○円（うち所得税○○○○円を含む。以下

「本件給与」という。）のうち、本件差押処分に係る部分となる○万○○○

○円を領収した（徴収法６７条１項、７６条１項。弁明書別紙２）。 

  処分庁は、令和２年１月８日、上記○万○○○○円全額を滞納国民健康保

険税等に配当する旨の配当計算書を作成して○○○○○○○○○○処分（市

川第○○○○○○○○-○○○○号。以下「○○○○処分」という。）を行

い、審査請求人に通知した（徴収法１２８条１項２号、１２９条１項１号、

１３１条）。 

 

第３ 審理関係人の主張の要旨 

１ 審査請求人の主張 

本件給与の支払総額には１日○○○円、２０日間で○万○○○○円の交 

通費が含まれており、これは差押えの対象である給与に該当しない。 

２ 処分庁の主張 

   本件配当処分の前提となる本件差押処分に係る差押可能額について、徴収 

 法７６条１項は「給料（中略）及びこれらの性質を有する給与に係る債権に 

ついては、次に掲げる金額の合計額に達するまでの部分の金額は、差し押さ

えることができない」と規定しているところ、「これらの性質を有する給

与」とは、「役員報酬、超過勤務手当、扶養家族手当、宿日直手当、通勤手

当等をいう」とされている（国税徴収法基本通達（昭和４１年８月２２日国

税庁長官通達徴徴４－１３等）７６条関係１）とされ、また、「雇用関係又

はこれに準ずる職務関係に基づき雇用主等から支給される報酬その他の収入

（ただし、賞与又は退職手当の性質を有する給与を除く。）をいうものと解
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するのが相当」とされている（旭川地裁平成２７年７月２１日判決・判タ１

４２２号１７４頁）。 

  本件第三債務者から支給されたと審査請求人が主張する交通費は、両者間

の雇用関係に基づき支給された金銭と考えられることから、徴収法７６条１

項の「これらの性質を有する給与」に当たり、差押可能額に含まれるもので

あるから、本件配当処分に係る計算において除外する必要はなく、同処分に

何ら違法又は不当な点はない。 

 

第４ 審理員意見の要旨 

１ 本件に係る法令等の規定について 

地方税法７２８条７項は、国民健康保険税に係る市町村を含む地方団体の 

徴収金の滞納処分については、徴収法に規定する滞納処分の例によると規定

し、徴収法は差し押さえた債権の取立をすることができると規定し（徴収法

６７条１項）、それにより第三債務者から給付を受けた金銭を差押えに係る

税に配当する等と規定する（徴収法１２８条１項２号、１２９条１項１

号）。 

そして、給料等の債権については、その差押可能額について、「給料（中

略）及びこれらの性質を有する給与に係る債権については、次に掲げる金額

の合計額に達するまでの部分の金額は、差し押さえることができない」と規

定されている（徴収法７６条１項）。 

２ 審査請求人が主張する交通費が差押可能額を計算する前提となる「これら

の性質を有する給与」に含まれるか否かについて 

⑴ 審査請求人は、本件給与の支払総額には交通費が含まれている旨主張し 

ており、仮にそれが事実だとした場合に、交通費が差押可能額を計算する

前提となる「これらの性質を有する給与」に含まれるか否かが問題とな

る。 
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この点、徴収法７６条１項が給料等の一部の差押えを禁止した趣旨は、 

給料等が給与生活者の生計に占める重要性に鑑み、滞納者の最低生活の保

障を図ったものであると考えられることから、「これらの性質を有する給

与」とは、雇用関係又はこれに準ずる職務関係に基づき雇用主等から支給

される報酬その他の収入（ただし、賞与又は退職手当の性質を有する給与

を除く。）をいうものと解するのが相当である（上記旭川地裁判決参

照）。 

そして、本件第三債務者が作成した令和元年９月１９日付「給与の支払 

い状況について（回答）」や「確認書」によれば、審査請求人の本件第三

債務者に対する債権は「給与」となっていること、審査請求人が提出した

本件第三債務者の「入社のご案内」において、提出書類欄に「雇用契約

書」と記載されていたり、勤務地が本件第三債務者により指定されていた

り、勤務時間が「基本的に９時間拘束」などと記載されていたり、一定条

件のもとで本件第三債務者の社会保険への加入も想定されていること等を

考慮すれば、仮に本件第三債務者から審査請求人に支払われた本件給与の

中に交通費が含まれていたとしても、それは本件第三債務者と審査請求人

との間の雇用関係に基づき支給された収入であると考えられる。 

また、上記のとおり、国税徴収法基本通達においても、「これらの性質

を有する給与」として通勤手当を含むとされているところ、審査請求人が

主張する交通費も、通勤手当の趣旨であると考えられる。 

したがって、審査請求人が主張する交通費は、差押可能額を計算する前 

提となる「これらの性質を有する給与」に含まれるから、審査請求人の主

張する交通費も含めた本件給与を差し押さえたうえで本件配当処分を行っ

たとしても、違法又は不当な点はない。 

  ⑵ なお、審査請求人が本件給与に交通費が含まれていると主張する根拠  

としている、上記「入社のご案内」の「【遠方手当】非課税項目」欄にお
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いては、「特に会社が認めた場合には、当社規定内にて別途支給致しま

す。」と記載され、必ずしも遠方手当（審査請求人の主張を前提にすれば

交通費の趣旨。）が支給されるとは限らないこと、給与明細等の本件給与

の内訳が明らかになる資料が提出されていないことから、そもそも、本件

給与に交通費が含まれているか否か自体不明である旨付言する。 

 

第５ 調査審議の経過 

  令和２年８月１３日  審査庁から諮問受理 

  令和２年９月２４日  第１回審議 

  令和２年１０月２６日 第２回審議 

    

第６ 審査会の判断の理由 

審査請求人は、本件給与に交通費が含まれていると主張するが、その裏付

けとなる客観的資料は提出されていない。 

また、仮に本件給与に交通費が含まれていたとしても、本件給与は「給与

及びこれらの性質を有する給与に係る債権（徴収法７６条１項）」すなわち

「雇用関係又はこれに準ずる職務関係に基づき雇用主等から支給される報酬

その他の収入（旭川地裁平成２７年７月２１日判決・判タ１４２２号１７４

頁）」にあたると解されることから、審査請求人の主張する交通費を含めて

本件給与を差し押さえたうえで本件配当処分を行ったとしても、違法又は不

当な点はない。 

  したがって、本審査請求については棄却するのが相当である。 
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市川市行政不服審査会 

                       委員 小島 千鶴 

                       委員 大石 聡子 

                       委員 中昜 憲隆 


